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～円高影響が懸念。３月末の為替レートが焦点～ 
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財務省から公表された 2018 年１月末時点の税収累計額は 37.0 兆円（前年比＋6.4％）と増加した。1991

年度以来の高水準となった 2015 年度（36.0 兆円）の水準も上回っており、その堅調さが確認できる。当社

作成の季節調整値のトレンドをみても、増勢に衰えはみられない。税目別に１月末累計値をみると、所得税

は 14.6 兆円（前年比＋8.3％）、法人税が 5.0 兆円（同＋14.8％）、消費税が 10.1 兆円（同＋3.5％）と主

要３税が全て増加している。着実な景気回復のもと、税収も増加傾向にある。 

１月末までの税収に変調はみられないものの、懸念されるのは昨今の円高と株価調整の影響だ。2017 年度

の税収を考える上では、特に多くの企業が決算期としている３月末時点の為替レートが重要になる。企業の

保有する外貨建資産の評価損益を通じて、法人所得・法人税に影響してくるためだ。思い出されるのは、

2015 年度も類似した状況にあったことである。2016 年初のいわゆるチャイナ・ショックに始まる円高進行と

株安に伴い、2015 年度の税収が当時の財務省見込値から下振れた。2016 年は年初から３月末にかけて 6.5％

の円高が進行、今年は２月末までで 5.3％の円高が進んでいる（Quick より）。16年は４月以降も円高が進

み、2016 年度の税収は減少した。 

現状程度の為替レートであれば、2017 年度の税収が前年度（55.5 兆円）を下回るまでには至らないと考え

られ、２年連続の税収減は避けられるだろう。ただ、12 月時点の見込値（57.7 兆円）到達には黄信号が灯っ

ている。３月の為替市場を注視したい。 

 

資料１．税収（1月末時点累計値）           資料２．税収（季節調整値）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１出所）財務省「租税及び印紙収入、収入額調」 

（資料２出所）同上。季節調整値は第一生命経済研究所。太線は６ヶ月移動平均。 
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